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１．はじめに
１　課題と視覚
　本稿は，1943 年から 1950 年にかけてのわが国における線材と珪素鋼板の生産
と消費を明らかにすることを課題とする。課題設定について説明をしておこう。
　まず分析の期間について述べる。1943 年から分析を開始する意味は，戦中
と戦後の線材・珪素鋼板生産に何らかの変化があったか否かを検証するためで
ある。終期を 1950 年とした理由は，1950 年に我が国経済の資源配分が統制経
済から，市場経済に転換したことによる。産業史の課題がその動態を構造的
に跡づけ叙述することにあるとするならば，産業を構成する企業の，価格を
シグナルとした企業行動を明らかにすることが一つの大きな焦点となろう（注）。
つまり 1950 年以降の産業史分析における焦点と，市場がまだ機能していない
1950 年以前の産業史分析の焦点は，おのずと異ならざるを得ないと本稿では
考えるからだ。本稿では以上のような資源配分上の特質には，特に考察を及ぼ
さず，単に企業の線材生産と，その消費に焦点を当てて論述を進める。本稿の
題名を，「需要と供給」ではなく「生産と消費」と名付けた理由もここにある。
　次に分析対象を線材と珪素鋼板に絞った点について述べる。線材は，当該期に
おいてその生産量消費量から見て大きな比重を占めたことはかつて指摘した（1）。
さらに線材は，そのままで消費されることは無く（2）二次製品に加工されては
じめて消費に回される。線材は戦後復興期期において，需要に対して生産が逼
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迫した鋼材と考えられる。それは，線材が，住宅建設に使われる，釘，ボルト
ナット，鉄リベット，コンクリート下地用金網，各種金網，針金などの線材二
次製品の原料だからと思われる（3）。珪素鋼板は電動機，発電器の軸心，トラン
スなどに等の製作に当たって必要不可欠な鋼材である。送電網の再整備に必要
なトランス，老朽発電器の交換，交通の効率化をもたらす電車の電動機，復興
生産を実施する動力源としての電動機など敗戦からの復興に特に必要不可欠な
鋼材と考えられる（4）。
　このような線材と珪素鋼板の生産と消費のあり方を見ることは，当該期にお
ける鋼材生産の特質の一端に光を当てることを意味するであろう。
　当該期の鉄鋼業全般に関する先行研究は多く存在する（5）が，当該期の線材
と珪素鋼板の生産と消費については先行研究はない。
　線材の需要と供給について踏み込んだ研究は，管見の限りでは芳村明「線材」
が唯一のものだが，分析対象が本稿の分析対象期を10年ほど経過した1968年（6）
であり，銑鋼一貫企業の線材生産への一斉参入後の事実を取り扱っており，本
稿の分析時期とは全く状況が変わった線材の需要と供給を分析している。従っ
て直接克服すべき先行研究というのではなく，この唯一の先行研究が明らかに
した線材の生産と流通の実態の特質を明示し，本稿の分析を進めるにあたって
の留意点としたい。
　芳村論文では，後に詳しく述べるように，①線材は中間製品であるという点
が，まず強調される。そしてその生産は戦前から線材生産を開始していた八幡
製鉄，八幡が戦後分割された富士製鉄，さらには神戸製鋼所に加えて，線材を
生産していた吾嬬製鉄を合併した日本鋼管そして 1968 年に銑鋼一貫生産を開
始した住友金属，川崎製鉄の六大企業が主要な生産企業であったことが明らか
にされる。つまり②線材生産は「寡占的生産」であった。その消費は，③高度
成長期では輸出が７割を占め，国内消費は三割程度であったことが明らかにさ
れる。④線材は中間製品であるためそれを線材二次製品（釘，螺子，針金，金網）
に加工するメーカーが国内消費の主要なものとなる。⑤これら企業は中小零細
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企業であり，前述の６大企業のどれかの傘下にはいるという「企業系列」を形
成していることが示される。最後にこの論文が収録された著作のテーマである，
線材価格の決定要因の経済学的究明が試みられ，⑥線材価格の変動が継続的で
大きいという特色は，６大企業間のシェアを巡る激しい「寡占間競争」と，「公
開販売制度」に参加しないアウトサイダーの存在によることが明らかにされた。
　本稿が対象とする統制経済下にあっては⑤の問題は発生しない。同時に自由貿
易体制ではなく管理貿易であったので，線材輸出は大きな問題とはならない。さ
らに鉄鋼業の三次にわたる設備合理化によってもたらされた寡占的構造も当該期
には形成されておらず，寡占企業を中心にした「系列」も明確な形では現れてい
ない。従って当該時期の線材を生産する企業の特定と線材の生産と消費に本稿
での分析の焦点は絞られよう。一方当該期の珪素鋼板の生産と消費について踏み
込んだ研究は前述のようにない。ただ本稿が資料として使う『日本電機工業史』
が唯一の労作だが，叙述の重点は戦後の電気機械生産に置かれ，その材料であ
る珪素鋼板の生産と消費については物足りない叙述しかされていない。
工場類型について
　本稿で線材・珪素鋼板の生産を論ずるとき，その工場が装備する鋼材を生産
する装置体系によって分類を行う。鉄鋼業分析にあたってこのような視覚は，
大橋・足利（7）以来有効な鉄鋼業分析の手段として継承されている。本稿でもこ
の工場類型を用いて分析を行うことを確認しておく。
①高炉ー製鋼炉ー圧延機という装置体系を持つ工場：銑鋼一環工場
②製鋼炉ー圧延機という装置体系を持つ工場：平炉ー圧延工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電気炉ー圧延工場
③圧延機のみを持つ工場：単純圧延工場→①②から圧延素材の供給を受けて鋼 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　材を圧延する工場
　　　　　　　　　　　　再生圧延工場→スクラップを購入しそれをそのまま
か切断し，圧延機にかけて圧延して
鋼材を生産する工場
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２　線材の生産と二次製品への加工
線材の生産
　線材は，当時の状況では細長い鋼片を，加熱炉で所定の温度まで熱しそれを
圧延機にかけて所定の細さに圧延した鋼材である。他の普通鋼圧延鋼材の圧延
と異なることは 19 の異なる径の圧延機を通過させて所定の細さに仕上げると
いう点であろう。加熱によるスケール（酸化鉄）の発生は，他の普通鋼材例え
ば厚板生産においても，圧延機にかけられる前にきちんと除去される。圧延の
過程でスケールの剥離により鋼材に傷がついたり，それによって圧延鋼材が変
形したりすることを防ぐためだ。線材圧延でも熱せられた後ていねいにスケー
ル除去が行われる。まず熱せられた細長い鋼片は所定の長さに剪断され，圧延
機にかけられる。そして小形棒鋼と同様に圧延機にかけてだんだんと細くなっ
てゆくが，圧延機を相互につなぐ「レピーター」が設置されていることによ
りスムーズに圧延され製品として巻き取られて所定重量で切断され出荷され
る（8）。ここでは，線材がごく普通の普通鋼鋼材と変わらない容易さで作ること
が出来るという点を確認しておきたい。
線材と普通線材二次製品の生産方法
　線材の種類・用途について簡単に説明しよう。線材は，そのままでは最終消
費されない中間製品である。そのため，線材は普通線材と特殊線材に分類され
るが，両者には何らかの二次加工が施され二次製品として最終消費に供される。
普通線材は，図－１のような各種線材二次製品に加工される（9）。
普通線材二次製品
　線材は，熱間圧延された鋼材なので鋼材表面に酸化物（スケール）・赤錆な
どが付着しているので加工を施す前に，酸洗いされその後水洗・中和の行程を
経て物理的加工が施される。加工の過程は，先ず線材を，二次製品に加工する
のに適当な細さにダイスを通してより細くする作業が行われる（伸線）。この
伸線された線材を鉄線と呼ぶが，鉄線をさらに加工し溶接金網，蛇籠，更に鉄
線を伸線し針金，伸線された鉄線を機械にかけ釘，ボルトナットが作られる。
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針金を編んで金網が出来，鉄線を特別の機械にかけて有刺鉄線が作られる。
特殊線材二次製品
　特殊線材は，少量の炭素しか含まない極軟鋼と炭素を多く含む硬い高炭素鋼
からなっており，普通線材と同様，そのまま最終消費されることはなく何らか
の二次製品に加工される。普通線材の場合と同様に，まずスケールの徹底除去
のため酸洗い洗浄が行われ，冷間で伸線されそれぞれの製品の原料となる。特
殊線材二次製品の製法と分類は図１に示した。見られるように，低炭素線材は
電信用鉄線，鎧装線，溶接棒の原料に使われ，高炭素鋼線材は鋼索，鋼撚線，
図－１　線材二次製品の種類と製法
（出典）鋼材倶楽部『鉄鋼二次製品の知識』
（鋼材倶楽部, 1952）20, 21頁。　　
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針布，ピアノ線，線バネの原料となる（10）。これ以上の加工法についてはこの
図の引用文献を参照されたい。
２．線材の生産動向
2-1 前史ーわが国の線材生産開始より 1942 年まで
　ここでは，2-2 で考察を加える 1943 年から 1950 年にかけて線材生産を手が
けた各企業の線材生産に参入した理由とそれら企業の特徴について述べる。わ
が国で最初に線材の生産は八幡製鉄所で明治 40（1907）年に始まった（11）。
　戦前期の各企業の線材生産参入の過程は，表ー１にしめした。八幡製鉄所は，
大正 5（1916）年の岸本商店，東京製綱の参入まで国内唯一の線材生産工場だっ
た。当時線材は需要に対して供給が不足の鋼材（12）だったので，我が国で最初
にワイヤロープの生産を始めた東京製綱は，原料の安定的確保のため，川上の
線材生産に進出を企図し実現した。大正 5（1916）年の小倉製鋼所の設立である。
しかし，東京製綱首脳部は，大戦ブームの先行きに不安を覚え小倉製鋼所の今
表ー１　線材生産企業関係年表
西暦 元号 事項
1907
1916
1918
1920
1923
1925
1932
1933
明治40年
大正5年
大正7年
大正9年
大正12年
大正15年
昭和7年
昭和8年
八幡製鉄所線材生産開始
岸本商店線材工場設立，生産開始。線材生産のために東京製綱小倉
製鋼所を建設
東京製綱小倉製鋼所，浅野総一郎に譲渡され浅野小倉製鉄所とな
る。浅野小倉線材生産開始。
岸本，住友に線材圧延機，25t平炉二基譲渡
住友，神戸製鋼に線材生産設備売却。
神戸製鋼所線材生産開始。
吾嬬製鋼所線材生産開始。
中山悦治商店線材生産開始。
（出典）
神戸製鋼『神鋼50年史』44 ～ 46，297頁。
中山製鋼所『鉄を創造する』(会社案内 )(中山製鋼所 ,1979年 )
吾嬬製鋼所『吾嬬製鋼所五十年史』(吾嬬製鋼所 ,1983年 )321頁。
新日鐵八幡製鐵所『八幡製鉄所八十年史　部門史 (上 )』（新日鐵八幡製鐵所 ,1980,）146頁。
三枝・飯田『日本近代製鐵技術発達史』(東洋経済新報社 ,1957)538,694頁。
住友金属工業『住友金属工業六十年小史』(住友金属工業，1957,)251頁。
東京製綱『東京製綱七十年史』(東京製綱，1957年 )74-76頁。
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後の経営を危ぶむと同時に，大株主の一人だった浅野総一郎が小倉製鋼所の経
営譲渡を強く望んでいたので，小倉製鋼所は大正 7 年（1918）浅野に譲渡され，
浅野小倉製鋼所となった（13）。浅野小倉製鋼所はその後昭和 13（1938）年高炉
を建設し，戦前期高炉を所有する数少ない鉄鋼企業の一つとなったが，敗戦後
の昭和 28（1953）年，住友金属工業に吸収合併された（14）。
　東京製綱小倉製鋼所で線材が生産されたのと同じ年の大正 5（1916）年，鉄
鋼問屋の岸本商店が「釘製造とあわせてその素材である線材製造も計画し，大
正 5 年に」（15）建設した工場でも線材は製造された模様である。岸本は，経営
不振によりこれらの設備の内製釘設備以外を大正 9（1920）年に住友に譲渡し
た。しばらくの間は住友でこれらの設備を利用して線材生産が行われた。とこ
ろが，住友は呉にあった海軍直営の鋼管工場を海軍から譲渡されたので，大正
12 年に線材設備を撤去して，その鋼管製造設備を設置することになり，これ
ら線材圧延機・分解圧延機・平炉などが売りに出された。それを神戸製鋼が手
に入れて，大正 15 年（1925）から工場に据え付け稼働させた（16）。
 　昭和に入り昭和恐慌をへて昭和 7（1932）年吾嬬製鋼所が線材生産に参入す
る。吾嬬の線材生産設備は，足立区千住曙町の地に新たに建設された製鋼工場
の一部として実現する（17）。吾嬬の鋼材生産は小型棒鋼生産からはじまり，線材，
薄板，形鋼，厚板と製品多角化の一環として線材生産をはじめた。不況期の当
時，この工場建設は吾嬬製鋼所の創業者清岡榮之助の特異な事業欲によるとい
われている（18）。
　翌昭和 8 年には中山悦治商店（後の中山製鋼所）が，線材生産を始めている。
中山悦治商店は，大正 8（1919）年中山悦治が尼崎で亜鉛鉄板の製造工場設立
の時に作られた個人企業である。つまり中山悦治は，薄板の二次製品の製造か
ら鉄鋼業に参入したことになる。さらに中山は工場を大阪に新設し，大正 13
（1924）年線材二次製品である丸釘生産を開始する。さらに中山は，薄板二次
製品，線材二次製品の生産から，亜鉛鉄板及び丸釘の原料である，薄板（昭和
4〈1929〉年），線材（昭和 8〈1933〉年）の生産に進出して行く。昭和 14（1939）
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年に中山は浅野小倉製鋼所と同様に，高炉を建設して鉄鋼業における最終的な
後方統合を達成した（19）。
2-2 1943 年から 1950 年までの線材の生産動向
　1943 年から 1950 年までに，線材を生産した企業・工場の内訳を，表ー２に
示した。1943 年では，一貫製鉄所は三企業四工場，平炉圧延三企業三工場，
電炉圧延一企業一工場，合計七企業八工場であった。他企業よりも先に線材生
産に参入した八幡，神戸製鋼二事業所は，普通線材とともに，特殊線材の生産
も行っている。このような二事業所が特殊線材を寡占的に生産する生産の構造
は戦中は 1945 年までずっと続いている。また，同時に先行二事業所の普通線
材生産高も，全生産高の 74% を占める。普通線材生産においても先行二事業
所の寡占的な生産を確認することが出来る。
　翌 1944 年になると，一貫三企業四工場，平炉圧延二企業二工場，電炉圧延
ゼロ，単純圧延ゼロ，1945 年一貫三企業四工場，平炉圧延一企業と太平洋戦
争の進展と共に民需品という性格の強い線材の生産に携わる企業の数も減って
いったと思われる。
　敗戦後，1946 年に 1943 年の関東製鋼以来見られなかった電炉圧延企業の線
材生産参入が敗戦後の線材生産における大きな変化と考えられる。1946 年の
線材生産工場を見れば，戦中以来の日本製鉄の一貫製鉄所である八幡製鉄所，
輪西製鉄所（23,005 トン）と神戸製鋼所本社工場（22,220 トン）の三工場（45,225
トン）で全線材生産量（66,157 トン）の６割以上を占めている。平炉圧延企業
では吾嬬製鋼，日立製作所が普通線材を 200 トンから 660 トンを生産している
に過ぎない。さらに生産量は百トンに満たないが，三菱電機伊丹と大同製鋼星
崎が新たに線材生産に参入する。別稿で指摘したように， 大同製鋼の敗戦にと
もなう軍需市場の喪失と民需への転換の主要対象は線材市場であった（20）。 単
純圧延企業に分類される土佐電気製鋼所の仁方工場（21）が，57 トンの特殊線材
を生産している。まとめると，一貫企業３企業４工場，平炉圧延３企業３工場，
電炉圧延企業６企業６工場，単圧企業２企業２工場 14 企業．15 工場が，線材
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表２　線材生産企業
1943 1944 1945 1946
普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材
企業 工場 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工
一貫 日本製鉄 八幡製鉄所 62,545 37,031 99,576 1 33,172 38,881 72,053 1 15,322 17,179 32,501 1 21,565 2,820 24,385 1
輪西製鉄所 24,571 0 24,571 1 41,634 0 41,634 1 5,061 0 5,061 1 1,440 0 1,440 1
計 87,116 37,031 124,147 2 74,806 38,881 113,687 2 20,383 17,179 37,562 2 23,005 2,820 25,825 2
小倉製鋼 小倉 19,444 0 19,444 1 13,549 0 13,549 1 2,404 0 2,404 1 2,649 0 2,649 1
中山製鋼所 船町 28,548 0 28,548 1 11,594 0 11,594 1 2,350 0 2,350 1 1,824 0 1,824 1
一貫製鉄所計 135,108 37,031 172,139 4 99,949 38,881 138,830 4 25,137 0 25,137 4 27,478 0 27,478 4
平炉 神戸製鋼所 本社工場 61,966 82,936 144,902 1 26,613 54,289 80,902 1 2,570 3,686 6,256 1 11,813 10,407 22,220 1
圧延 吾嬬製鋼所 吾嬬 7,403 0 7,403 1 0 0 0 0 0 0 0 0 665 0 665 1
日立製作所 水戸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 209 0 209 1
大阪製鋼 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平炉圧延工場計 69,369 82,936 152,305 2 26,613 54,289 80,902 1 2,570 3,686 6,256 1 12,687 10,407 23,094 3
電炉 大同製鋼 星崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 0 16 1
圧延 尼崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 0 16 1
三菱電機 伊丹 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 0 12 1
三徳工業 川越 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 1
電炉圧延工場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 6 34 3
単圧 東京螺子製作所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土佐電気製鋼所 仁方 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57 0 57 1
日本発条 大阪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
単純圧延工場計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57 0 57 1
総計 205,569 123,501 329,070 8 126,562 93,873 220,435 6 27,707 20,865 48,572 5 40,250 25,907 66,157 10
1947 1948 1949 1950
普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材 普通線材 特殊線材
企業 工場 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工 生産高 生産高 合計 稼工
一貫 日本製鉄 八幡製鉄所 19,425 2,774 22,199 1 31,084 6,864 37,948 1 34,755 10,072 44,827 1 66,063 7,478 73,541 1
輪西製鉄所 9,116 0 9,116 1 17,003 26 17,029 1 34,570 346 34,916 1 73,024 388 73,412 1
計 28,541 2,774 31,315 2 48,087 6,890 54,977 2 69,325 10,418 79,743 2 139,087 7,866 146,953 2
小倉製鋼 小倉 2,057 0 2,057 1 7,942 0 7,942 1 19,888 0 19,888 1 33,833 0 33,833 1
中山製鋼所 船町 2,526 0 2,526 1 4,147 0 4,147 1 10,130 0 10,130 1 15,843 0 15,843 1
一貫製鉄所計 61,665 5,548 67,213 6 108,263 13,780 122,043 6 168,668 20,836 189,504 6 188,763 7,866 196,629 4
平炉 神戸製鋼所 本社工場 21,123 22,992 44,115 1 41,855 35,074 76,929 1 64,275 51,276 115,551 1 111,593 48,172 159,765 1
圧延 吾嬬製鋼所 吾嬬 2,858 0 2,858 1 1,778 0 1,778 1 2,355 0 2,355 1 637 0 637 1
日立製作所 水戸 645 0 645 1 144 0 144 1 0 0 0 0 0 0 0 0
大阪製鋼 西島 0 0 0 0 608 0 608 1 7,457 583 8,040 1 12,589 160 12,749 1
平炉圧延工場計 24,626 22,992 47,618 3 44,385 35,074 79,459 4 74,087 51,859 125,946 3 124,819 48,332 173,151 3
電炉 大同製鋼 星崎 467 0 467 1 4,827 76 4,903 1 10,133 48 10,181 1 19,109 362 19,471 1
圧延 尼崎 0 0 0 0 123 0 123 1 0 0 0 0 0 0 0 0
計 467 0 467 1 4,950 76 5,026 2 10,133 48 10,181 1 19,109 362 19,471 1
三菱電機 伊丹 21 0 21 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本ニッケル 若泉 447 0 447 1 1,092 0 1,092 1 1,644 0 1,644 1 833 0 833 1
日本曹達 米子製鋼所 231 0 231 1 330 0 330 1 43 0 43 1 21 0 21 1
理研工業 柿崎 91 0 91 1 385 0 385 1 419 0 419 1 1,145 0 1,145 1
三徳工業 川越 0 104 104 1 0 0 0 0 156 0 156 1 184 0 184 1
国光製鎖鋼業 本社 0 0 0 0 670 0 670 1 1,550 0 1,550 1 3,512 0 3,512 1
住友電気工業 伊丹製作所 0 0 0 0 276 1,461 1,737 1 0 3,735 3,735 1 0 4,051 4,051 1
東洋製鋼 尼崎 0 0 0 0 85 0 85 1 0 0 0 0 0 0 0 0
日本鋳鋼所 高田 0 0 0 0 228 0 228 1 0 0 0 0 0 0 0 0
不二越圧延工業 小倉 0 0 0 0 255 0 255 1 0 0 0 0 1,876 0 1,876 1
日産化学工業 川崎神明 0 0 0 0 114 0 114 1 0 0 0 0 0 0 0
電炉圧延工場計 1,257 104 1,361 6 8,385 1,537 9,922 11 13,945 3,783 17,728 7 7,571 4,051 11,622 8
単圧 東京螺子製作所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,253 0 3,253 1
日本発条 大阪 0 37 37 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土佐電気製鋼所 仁方 575 0 575 1 556 0 556 1 1,260 0 1,260 1 285 0 285 1
吾嬬製鋼所 千住 0 0 0 0 238 0 238 1 0 0 0 0 0 0 0 0
単純圧延工場計 575 37 612 2 794 0 794 2 1,260 0 1,260 1 3,538 0 3,538 2
総計 59,582 25,907 85,489 15 113,740 43,523 157,263 22 188,615 65,960 254,575 15 343,800 60,611 404,411 17
注　　1943年から1950年にかけて「企業再建整備」によって商号を変更した企業が存在するが，ここでは初出のまま変更していない
資料　43-48資源庁『製鉄事業参考資料昭和18-23年』(1950) 
　　　49.50通産省『製鉄業参考資料　昭和24年－25年』(1951)　
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の生産に 1946 年携わっていたことが確認できる。
　翌 1947 年になると，46 年にも増して電炉圧延工場が，線材生産生産に新た
に加わった。その一方，前年と同様に日本製鉄八幡製鉄所，同輪西製鉄所，神
戸製鋼所本社工場の生産が線材生産全体の 90% を占めるというこれまで見て
きた，線材の生産構造に変化は無い。
　1947 年線材の生産に新たに加わった電炉圧延工場をみてゆくと，普通線材
年産 500 トンに満たないが，日本ニッケル若泉工場，日本曹達米子製鋼所，理
研工業柿崎工場の参入が確認でき，特殊線材の生産を三徳工業川越工場が初め
て行っている。圧延設備だけを持つ単純圧延企業である，日本発条大阪工場が，
本年のみ特殊線材の生産を行っている。
　 翌 1948 年の線材生産も又前年と同様日本製鉄と神戸製鋼所の２企業が全線
材生産の 84% を占めるという「寡占的」生産構造に変化がない一方，当該期
間において最大である合計 22 工場 19 企業の線材生産参加が見られることも強
調しておく。さらに一貫企業である中山製鋼所船町工場，小倉製鋼小倉工場の
生産高が前年に比して倍増していることも目を引く。また，平炉圧延企業では，
大阪製鋼西島工場が新たに加わる。電炉圧延企業では大同製鋼・尼崎工場，国
光製鎖鋼業・本社工場，住友電気工業・伊丹製作所，東洋製鋼・尼崎工場，日
本鋳鋼所・高田工場，不二越圧延工業・小倉工場，日産化学・川崎神明工場
の７工場が線材生産に新たに加わる 。加えて単純圧延工場の吾嬬製鋼所・千
住工場は本年初めて，線材生産を行っている。1948 年の線材を生産した企業・
工場は一貫企業３企業５工場，平炉圧延企業５企業５工場電炉圧延企業 10 企
業 11 工場，単純圧延企業２企業２工場，前述のように合計 19 企業 22 工場と
なる。
　1949 年の線材生産を見ると日本製鉄と神戸製鋼で，全体の 77% のシェアを
占めている。一貫メーカーの小倉製鋼所及び中山製鋼所も生産（前年度の小倉
2.5 倍と中山 2.4 倍）をのばしていることも注目すべきだろう。平炉圧延企業
では大阪製鋼も前年から始まった線材生産を 49 年から急伸させ，前年の十倍
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以上の生産をあげている。
　以上見てきたように，戦前の線材生産企業と戦後のそれを比較して見いださ
れる大きな違いは，大同製鋼を始めとする電炉ー圧延，鋳・鍛造企業の線材生
産への参入である。その理由をここで考えてみたい。表ー３は，敗戦後に線材
生産に新たに参入した工場の戦前における生産活動を鳥瞰したものである。も
ちろんこの表だけではなく，戦後の各企業の営業報告書を確認しなければ，こ
の転換の正確な理由は明らかにはならないだろう。しかし大まかな予測は立て
られよう。
　先ず第一に，戦中特殊鋼鋼材生産に特化している企業が多いことである（大
同製鋼星崎，日本ニッケル若泉，日本曹達米子，国光製鎖，不二越圧延工業，
理研工業柿崎）。第二に，特殊鋼ないし普通鋼・特殊鋼の鋳鋼鍛鋼生産に特化
している企業ー工場が多数を占める（三菱電機伊丹，日本曹達米子，東洋製鋼
尼崎，日本鋳鋼所高田（22））。
表3　線材生産参入企業の戦中の生産活動
1943 1944 1945
鋳放し 鍛放し 圧延鋼材 鋳放し 鍛放し 圧延鋼材 鋳放し 鍛放し 圧延鋼材
参入年度 企業名 工場 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼 普通鋼 特殊鋼
1946 大同製鋼 星崎 0 480 0 0 0 61880 0 1020 0 0 0 76279 0 390 0 0 0 21207
三菱電機 伊丹 15 0 500 150 0 0 180 0 570 130 0 0 75 0 370 30 0 0
三徳工業 川越 0 0 0 269 0 0 0 0 71 667 0 282 0 0 27 279 0 151
土佐電気製鋼所 仁方
1947 日本ニッケル 若泉 0 0 0 0 17 2331 0 0 0 0 37 4393 0 0 0 0 25 2075
日本曹達 米子 1236 127 21 3225 18 2052 1545 81 43 4799 85 2790 1038 125 20 2004 25 1455
理研工業 柿崎 0 0 0 0 0 676 0 0 0 0 0 789 0 0 0 0 0 810
日本発条 0 0 0 0 1263 4086 0 0 0 0 1250 4027 0 0 0 0 375 1077
1948 国光製鎖 本社 0 0 120 1710 815 3456 1411 0 102 1158 640 4966 177 0 35 925 110 1839
住友電気工業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1468 0 0 0 0 0 379
東洋製鋼 尼崎 0 0 0 2900 0 0 0 0 0 3260 0 0 0 0 0 2230 0 0
日本鋳鋼所 高田 135 0 0 1295 0 0 696 0 0 2521 0 0 838 0 0 1769 0 0
不二越圧延工業 小倉 0 0 0 2745 0 2333 0 0 0 3000 0 2550 0 0 0 1945 0 1656
日産化学工業 川崎神明
吾嬬製鋼所 千住
大阪製鋼 西島 5000 240 700 300 34880 120 3900 207 2440 60 12600 200 600 77 392 0 2949 0
1950 東京螺子製作所 千住
出典　資源庁長官官房統計課編『製鉄業参考資料　昭和18 ～ 23年』
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　戦中軍需に依存した企業工場が多いのではなかろうか。それは，特殊鋼鋼材
の供給先を考えると，何らかの兵器生産に関連があったと思われる。さらに鋼
鋳物，鋼の鍛造品は，もちろん発電所の発電用タービンなどにつかわれるが，
大きな供給先は船舶・艦船用の機器，錨，鎖，舵などである。敗戦によってこ
れらの企業が生産していた鋼鋳物・鋼鍛造品の市場は敗戦後ほとんど喪失して
いたと思われる（23）。
　以上の推測は，日本ニッケルの『営業報告書』からも裏付けられる。
　『日本ニッケル第 21 期営業報告書』に依れば「前期来の復興計画に基づきて
在来の特殊鋼設備を改修し普通鋼鋼材の製造に着手」したが，特殊鋼鋼材から
普通鋼鋼材への生産転換は，「同業諸会社於ても等しく採用したる方針」なの
で「その転換への競争は激烈を極め」ている，と当時の状況を語っている。
　そこで，日本ニッケルは普通鋼鋼材でも，線材の生産を選び，「七粍九粍線
材の試作を相次いで完成し遂に五・五粍の製作を完成」した。この五・五粍線
材製作が可能な企業は，関東で日本ニッケルを入れて，三社のみなので，日本
ニッケルにとって「有利なる条件」だが，生産において圧延機の性能が「大量
生産をなしえる域に立ち至ら」ない状況なので，原価低減のために改良すると
述べている（24）。
　鋼鋳物鍛造品を製作していた国光製鎖（25）の場合はどうだったのだろうか。
国光製鎖の製品は戦中，型鍛造という技術を用いて錨，鎖，などを制作し海軍，
造船会社などに納め（26）太平洋戦争の勃発のころには兵器の部品製作に型鍛造
技術を使い携わっていた。つまり，戦中は船舶艦船要の鍛造品と型鍛造技術を
使って兵器生産に進出していた。造船業と兵器産業に強い結びつきを持って企
業活動を行った。
　そして敗戦を迎え両市場の喪失に対応するため「主たる事業なる錨鎖は，我
国造船制限の影響により需要低下の止むを得ざる情況にあり」「之が対策として
錨鎖の制作に並行せる伸鉄事業の飛躍と共に普通鋼製造業者に転換移行し，昭
和二十三年春には中小型丸棒並びに線材の生産を主とせる第二，三圧延工場を
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さらに昭和二十四年度には比較的需要の旺盛なる中型山型鋼工場を建設し」（27）
て，普通鋼鋼材の生産を行った結果，当初に比べて「八倍の増加」をみた。つ
まり，戦中の軍需および造船業への依存から，伸鉄業の温存と普通圧延鋼材生
産に，その事業を転換したと考えられる。
　最後に大同製鋼星崎の事例を見てみよう。大同製鋼の戦中の特殊鋼圧延鋼材
の生産は，盛んだったことは表３を見れば明らかである。敗戦後大同製鋼星崎
では 1946 年特殊鋼である鉄道車両補修用のバネ生産を再開していたが，戦中
製造された特殊鋼鋼材が「旧軍工廠などから大量に放出にされたため」中止せ
ざるを得なかった。そこで生産再開の核に普通鋼生産を行うことになり「ガッ
ト式線材工場を完成，（昭和）22 年 9 月から普通鋼線材の生産にはいった。」
線材の生産は「翌 23 年には前年の 11 倍の 5000 トンに達し，線材ブームを現
出させた」（28）。いいかえれば線材生産が敗戦直後の大同製鋼星崎の生産再開に
大きな意味を持っていたと考えられよう。
1-2 線材の消費
表 4　線材の生産と消費（単位：T）
生産 消費
1943 329070 292280
1944 220435 118195
1945 48572 28716
1946 56085 59893
1947 106220 86157
1948 180063 135354
1949 287327 186201
1950 404111 284930
（注）
1943 ～ 1945・1950の生産高は暦年統計，消費高は会計年度統計
46 ～ 1949間では生産高，消費高ともに会計年度統計。
（出典）
生産高1946は日本鉄鋼連合会調査部『鉄鋼産業統計』6号（東京大学経済学部図書館所蔵）
生産高1947,1948は同13号生産高1949は同16号
生産高1943-1945と消費高1943-48は資源庁長官『製鉄事業参考資料昭和18－23年』
生産高1950と消費高1949.50は消費高通産省鉄鋼局『製鉄事業参考資料昭和24，25年』
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　つぎに線材の生産とその消費を表ー４で見てみよう。但し消費のデータは全
て会計年度統計だが，戦時中と 1950 年の生産高は暦年統計であるので，戦中
と 1950 年について，生産高と消費高をつきあわせて何かを論ずることは出来
ない。
　1946 年から 1949 年までの生産統計は会計年度統計なので，両者をつきあわ
せて敗戦直後の線材の生産と消費の特質を論じてみたい。まず最初に気がつく
ことは 1946 年の生産高が消費高を下回っていることである。不足分はどのよ
うに調達されたのかは分からないが，戦時中の生じたストックを使って当面の
消費に充当したとも考えられる。同時に戦中軍需生産をその中心の事業として
いた製鋼企業が，1947 年頃から線材生産に参入したことがこのことから説明
できよう。
表５　線材の部門別消費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｔ） 
1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950
消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％ 消費量 ％
進駐軍 234 0.4 7798 9.1 12656 9.4 2422 1.3 
賠償撤去 280 0.1 
輸出 5 0.0 18713 6.6 
陸運 1554 2.6 834 1.0 341 0.1 
海運 252 0.4 15 0.0 
通信 1 0.0 4 0.0 5 0.0 
電力 1 0.0 25 0.0 
石炭鉱業 150 0.3 303 0.4 185 0.1 
ｶﾞｽ及びｺｰｸｽ 1 0.0 
鉄鋼 6508 2.2 1816 1.5 75 0.3 22224 37.1 33337 38.7 38076 28.1 67740 36.4 238145 83.6 
鉱山精錬 180 0.2 132 0.1 
石油 314 0.4 149 0.1 
金属工業 389 0.6 73 0.1 708 0.5 13644 7.3 8307 2.9 
船舶 4002 1.4 597 0.5 12 0.0 554 0.9 84 0.0 
機械工業 277 120 7 0.0 84 0.1 139 0.2 278 0.2 2199 1.2 623 0.2 
窯業 2 0.0 13 0.0 
化学肥料 93 0.1 19 0.0 
化学工業 61 0.0 
土木 22 0.0 81 0.1 17 0.0 
建築 32 0.0 162 0.1 154 0.1 
官公需 606 0.2 3 0.0 163 0.6 22 0.0 2 0.0 1577 1.2 3105 1.7 
生産用原材料 280887 96.1 115659 97.9 28314 98.6 33019 55.1 31127 36.1 59475 43.9 23118 12.4 14267 5.0 
その他 145 0.5 1388 2.3 11821 13.7 22033 16.3 73960 39.7 3801 1.3 
合計 292280 100.0 118195 100.0 28716 100.0 59893 100.0 86151 100.0 135354 100.0 186201 100.0 284930 100.0 
（注）年度は会計年度
（出典）日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料昭和18－23年』，『製鉄業参考資料昭和24－25年』
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　次に線材の消費のあり方を表ー５で検討する。1943 年から 1950 年にかけて
の線材消費部門を見て行くと，「鉄鋼業」「生産用原材料」の両部門が 70% 以
上を占めていることが目に付く。これら両部門は，線材を釘，針金，金網，リ
ベット，ネジなどに加工する線材二次製品メーカーであると考えられる。つま
り線材は線材二次製品の原料として生産されるわけである。他の部門例えば機
械工業などは自らの工場で製作する機械の専用のネジを製作するために線材を
直接購入し消費する場合を表していると思われる。だから線材の生産と消費を
論ずる場合線材二次製品の製造を分析しなければならない。
表６　線材二次製品生産高 （単位 :T）
1946 1947 1948
一・四 二・四 三・四 四・四 合計 % 一・四 二・四 三・四 四・四 合計 % 一・四 二・四 三・四 四・四 合計 %
釘 7558 8052 7775 4542 27927 46.8 5604 7224 6235 9241 28304 37.9 9428 13733 17502 40663 34.7 
特殊釘 1209 1209 1.6 752 889 1327 2968 2.5 
針金 233 306 1340 637 2516 4.2 815 1381 1381 2106 5683 7.6 2554 4589 5665 12808 10.9 
鉄線 4331 2981 3136 2085 12533 21.0 3093 2029 2343 3867 11332 15.2 4407 5110 5256 14773 12.6 
金網 582 586 0.8 2856 3717 4418 10991 9.4 
小ネジ 98 216 172 486 0.8 1017 837 679 1545 4078 5.5 1133 1411 1741 4285 3.7 
木ネジ 362 698 630 1690 2.8 1896 231 321 2448 3.3 
押ネジ 95 79 65 239 0.4 647 81 64 792 1.1 
割ピン 41 65 50 156 0.3 442 74 47 563 0.8 
リヴェット 64 169 136 369 0.6 442 156 155 753 1.0 
鋼索 4167 3453 2366 2751 12737 21.4 3437 3888 3960 3855 15140 20.3 4995 5680 7021 17696 15.1 
鋼線 189 345 423 957 1.6 1140 1276 1321 3737 5.0 1464 1908 2701 6073 5.2 
有刺鉄線
溶接棒 1246 2912 2713 6871 5.9 
計 59610 100.0 74625 100.0 117128 100.0 
1951 1955 1960 1965 
歴年 % 歴年 % 歴年 % 歴年 %
釘 163222 16.8 204407 18.0 244172 13.1 254494 8.3 
特殊釘
針金 164787 16.9 177604 15.7 205187 11.0 715295 23.2 
鉄線 445338 45.8 529632 46.7 846736 45.4 1178166 38.3 
金網 38519 4.0 40677 3.6 69252 3.7 72501 2.4 
小ネジ
木ネジ
押ネジ
割ピン
リヴェット
鋼索 35907 3.7 41478 3.7 124628 6.7 145171 4.7 
鋼線 56248 5.8 71266 6.3 239486 12.8 506405 16.4 
有刺鉄線 41481 4.3 26210 2.3 16424 0.9 14482 0.5 
溶接棒 27781 2.9 41678 3.7 118196 6.3 192369 6.2 
計 973283 100.0 1132952 100.0 1864081 100.0 3078883 100.0 
出典　1946,1947の第三四半期まで日本鉄鋼連合会調査部『鉄鋼産業統計』6号1947(東京大学経済学部図書館所蔵 )
　　　1947第四四半期から1948第三四半期までは資源庁長官統計課編『鉄鋼統計年報1948』(経済産業省図書館所蔵 )
　　　1955.56.60.65は線材製品協会『鉄鋼線材及び線材製品統計集』(線材製品協会 ,1972)
注　　1947,48の『鉄鋼産業統計』には溶接棒生産高の記載無し
　　　『鉄鋼統計年報』『鉄鋼産業統計昭和24年～ 25年』には小ネジからリベットまでの記載無し。まとめて製線鋲螺の生産高として
　　　計上
　　　1948年の合計は第四四半期の生産高を含まず
　　　51.55.60,65は暦年統計
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　次に表ー６で，戦後どのような線材二次製品が主に作られたかを見てみよう。
敗戦後の 1946 年から 1948 年までのそれは把握することができる。1949 年か
ら 1950 年までの二年間は信頼すべきデータが得られなかった。これら三年間
との比較をする意味で 1951.55.60.65 の 4 年の線材製品生産高を載せておいた。
ただし輸出も含む数値であることを確認しておく。ともかくも，両者の比較で
敗戦直後の線材二次製品生産の特質に迫ってみたい。
　1946 年 47 年，48 年の三年間で特徴的なことは，「釘」「鉄線」「鋼索」の三
品目の生産量が大きな比重を占めていることである。まず釘生産は，1951 年
56 年 60 年 65 年に比べて大きな比重を占めることは一目瞭然である。特に 46
年では二次製品生産量の過半に迫るいきおいの生産量を上げている。47 年 48
年の両年度でも三分の一以上の比重を占めることが印象的だ。これをどのよう
に考えるかは確答はできないが，戦災からの復興での住宅建設需要を反映して
いると思われる。
　鉄線とは線材二次製品製作の最初の過程で線材を冷間で伸ばして作られる中
間製品である。伸線設備を持たない二次製品製造所又はネジ，リベットを自製
する機械工場が購入して，二次製品に加工するために消費される。51 年から
の比重の上昇は二次製品生産の上昇の反映と，伸線工程を外注する二次製品事
業所が増加したためとも考えられる。
　「鋼索」は，ワイヤーロープである。鋼索は普通線材を原料にするのではなく，
より強度の高い特殊線材を原料に伸線された硬鋼線を原料にする。硬鋼線は機
械または手によって撚り合わてワイヤーロープとなる。40 年代後半の三年間
と 51 年以降の生産比重を比較すると明らかに，40 年代後半三年間の比重が高
いことが判明する。なぜ，ワイヤーロープがこの時期に多く作られたのかは確
証は得られないが，ワイヤーロープが炭坑での炭車の牽引に使われたことを考
えると老朽ワイヤロープの交換のために増産されたとも推測できる（29）。
　さらに，線材の消費言い換えれば線材二次製品の生産の実態を追求するに
は，これら線材二次製品を生産している事業所の分析を行わねばならないだろ
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う。これら線材二次製品を生産する事業所は，敗戦直後「東大阪」「東京大田区」
に多く叢生していることは確認できるがどのような地域構造であったのか，生
産品目の棲み分けはあったのかなど多くの問題が残るが，本稿ではこの問題を
追求する余裕がないので，今後の課題としたい。ここでは，敗戦直後「釘」「鉄
線」「鋼索」の生産が線材二次製品の生産において大きな比重を占めたことを
強調しておきたい。そして敗戦直後という状況の反映で「釘」「鋼索」の生産
の比重が高いことを確認しておきたい。
３．珪素鋼板の生産と消費
3-1 珪素鋼板の用途と生産方法
　珪素鋼板は，「重電機」と呼ばれる，発電機，変圧器，モーターなどの「鉄心」
に「導磁材料」として使われ，その生産に「必要不可決」のものである。その
特質は，通電し磁気を発生させる場合，普通鋼に比べて「鉄損失」が極めて低
いところと「磁束密度」が高い点にあり，珪素含有量が高い薄板（30）と位置づ
けられる。鉄損失，磁束密度は，珪素を鋼材に含有させることで改善される。
同時に炭素含有量が高いと鉄損失は上昇し，珪素鋼板の厚さが薄ければ薄いほ
ど磁束密度が高くなる。従って純鉄と珪素の合金が珪素鋼板の原料になる。同
時に珪素鋼板の高級品は非常に薄く作られることも確認しておきたい。ここで
表ー７により，珪素鋼板（B 級 T 級）用の鋼の成分と普通鋼の成分との比較
表７　普通鋼鋼材の成分と珪素鋼板用のそれとの比較
C  % Mn  % Si  % P  % S  %
珪素鋼 B級 0.09以下 0.25以下 1.0 ～ 1.4 0.025以下 0.025以下
板用 T級 0.07以下 0.25以下 4.0 ～ 4.5 0.025以下 0.025以下
普 極軟鋼 0.15以下 0.35 ～ 0.45 0.20以下 0.07以下 0.07以下
通 半軟鋼 0.23 ～ 0.35 0.60 ～ 0.70 0.20以下 0.05以下 0.05以下
鋼 最硬鋼 0.50 ～ 0.70 0.75 ～ 0.85 0.20以下 0.05以下 0.05以下
（出典）谷口一男『鋼材』（潮文閣，1944年）p.58,375
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をしてみよう。みられるように，珪素鋼板用鋼塊はまず炭素含有量が普通鋼鋼
材に比べ低いことが要求される。普通鋼の極軟鋼よりも炭素含有量の水準が低
いことが印象的である。同時にマンガン，硫黄，燐等の含有量も少ないことが
要求される。更に低級品である B 級品よりも，高級品のＴ級品の方が含有珪
素分の多いことが要求されていたことが分かる。更に 0.30mm ～ 0.35mm ま
での厚さに圧延されないと所期の電磁的特性が発揮されないとされる（31）。い
いかえれば，我が国の鉄鋼統計では普通鋼鋼材に分類されているが，その成分
及び製品の形状に多くの基準が設けられており，特殊鋼と言ってもよかろう。
　珪素含有量が４％を超えると珪素鋼の性質がもろくなるので，珪素鋼板の珪
素含有量は，最大限４％とされている。規格は電磁気的性質によって「B 級，
C 級，D 級，T 級」にわけられ，さらに T 級は，「T115，T125，T135，T145，
T155」に分類されている。B 級から T 級になるに従ってだんだんと珪素含有
量が上昇する。それぞれ異なった性能を要求される重電機に適合した性質の珪
素鋼板がそれぞれ利用される（32）。
　珪素鋼板は原料の溶解から圧延まで多くの規格をクリアしなければならない
鋼材だと言ってよかろう。その規格が満たされなければ，重電機の所期の性能
が発揮できないことになるからである。特に，統制経済下で作ればどうにか売
れた時代から，メーカーの要求に応えうる製品を低価格で供給しなければなら
ない環境に置かれたら統制経済と同じ技術，製造法では珪素鋼板生産から退出
せざるを得なくなるのではなかろうか。後述する 1951 年の大同鋼板の珪素鋼
板生産からの退出は，そのことを物語っているのではないか。以上は資料に基
づいて全く実証していない予測である。この実証は今後の課題としたい。
　ここで，この珪素鋼板の当時の製造工程を図ー２に従ってに追ってみよう。
まず製鋼過程で珪素含有量の高い珪素鋼塊が作られ，それが分塊圧延されて
シートバーに加工される。
　ここからが圧延作業の開始で，まず「粗炉」で 900 ～ 1000℃に加熱されたシー
トバーは，二つ重ねられて圧延にかけられ，91cm × 91cm の大きさになるま
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で圧延機を通して薄くされる。さらに二枚の板を一枚一枚に引き剥がし加熱し
て「折り畳み機」にかけて四つ折りにし，四枚重ねで 91cm × 182cm になる
まで圧延機にかけて広げる。
一枚を四つ
に折り畳み
再度加熱
加熱して
折り畳み
機にかける
四枚重ねて圧延
四枚を一枚一枚引き剥がす
折り畳み機にかけて
一枚を八つに折り畳む
８枚重ねて圧延
八枚重ねたまま寸法に
合わせ剪断
八枚を一枚一枚引きはがす
一枚一枚を焼き鈍し
炉に入れ高温焼き
鈍しを行う
歪み取り冷間圧延の後
 電気的物理的検査が
行われ、梱包され出荷
される
加熱
二枚重ねて粗圧延
高珪素シートバー
二枚に引き剥がし図２珪素鋼板の製造工程
（出典）谷口一男『鋼材』(1944)375～376頁。
『日本電機工業史』(1956)574～575頁。
　珪素鋼板の製造工程
（出典）谷口一男『鋼材』(1944)375 ～ 376頁。
　　　 『日本電機工業史』(1956)574 ～ 575頁。
141
－142 （     ）－
　それを，一枚一枚引き剥がし，今度は折り畳み機で８つに折り曲げて８枚重
ねで「仕上げ加熱炉」に挿入し，900℃まで加熱し８枚重ねで圧延をする。所
定の厚さに達するまで圧延したら，今度は空気中に放冷し，冷却後所定の寸法
（91 × 182cm）に剪断機にかけて剪断する。
　更に一枚一枚引き剥がし，一枚づつ適当な間隔をあけて焼き鈍し炉に挿入し
て，「高温焼き鈍し」を施す。このときの温度と焼き鈍し時間は不明だが鋼板
内の結晶がととのえられるまで行われる。最後に歪み取りのために冷間圧延さ
れ，電気的物理的検査を通過し規格を満たした鋼板が梱包され出荷される。
　本稿の対象期における珪素鋼板の生産は，他の普通鋼鋼材と同様プルオー
バーミルによって熱間圧延された。一般の普通鋼鋼材の生産方法と著しく異な
るところは，圧延終了後結晶構造を整えるため「高温焼き鈍し」（33）という工程
がつけ加わることだ。この高温焼き鈍し作業を経ないと珪素鋼板は所定の「電
磁気的特性」を保持しえなくなる（34）。つまり最後の高温焼き鈍し工程が珪素
鋼板生産にとって必要不可欠な工程であることをここでは確認してきたい。
2-2 1943 年から 1950 年にかけての珪素鋼板の生産と消費
2-2-1 我が国における珪素鋼板生産の開始
   最初に我が国で珪素鋼板を生産したのは，大正 11（1922）年日東製鋼川崎工
場で , ここで B 級品の生産に成功しさらに，大正 14（1925）年 T 級品の製作に
成功しているが，経営的に失敗し日東製鋼は解散し，従業員技術者は八幡製鉄
所に引き取られている（35）。つづいて大正 13（1924）年官営八幡製鉄所がその生
産を始めると同時に「旧第三製鋼工場で B 級熱延珪素鋼の溶製」も始まった（36）。
　さらに第一次世界大戦の輸入途絶を教訓に川崎重工業葺合工場で，珪素鋼板の
製造研究が始まり「昭和 6 年には B 級品，翌 7 年には T 級品の製造に成功し」（37）
工業的生産を開始した。戦前期戦時期は八幡製鉄所（後に日本製鐵・八幡），
川崎重工業（葺合）の二工場によって珪素鋼板は生産された（38）。
3-2, 1943 年から 1950 年までの珪素鋼板生産
　当該期の珪素鋼板の生産は，表ー８のような企業によって担われた。日本製
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鉄（八幡），川崎製鉄（葺合）の二事業所の圧倒的シェアが確認できるが，第
二次世界大戦敗戦後新たな企業の参入が見られる。日本電解製鉄鶴見と日本鋼
管鶴見及び大阪造船所（39）が，1947-9 年頃 400 トンに満たない量を生産している。
しかし現在の所この生産が本格的大量生産を意図して行われたか否かは確認で
きない。ただ 1950 年以降の珪素鋼板生産に三社が現れないので試みに生産し
たと考えた方が良かろう。
  大同鋼板（尼崎）での珪素鋼板の生産は，大阪造船・日本鋼管に比べて本格
的だったが，本稿の分析時期からはずれる 1951 年 3 月に珪素鋼板の生産から
撤退している（40）。
表８　43－50珪素鋼板製造工場　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン）
企業名 工場名 1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952
日本製鉄 八幡 23130 27493 16355 3344 6868 14925 23143 23684 33671 24170
日本鋼管 鶴見 94 97
川崎重工業 葺合 7547 11286 2617 2284 8046 8693 9979 11258 12850 10890
*日本電解製鉄（日曹製鋼） 鶴見 232 314 145
大坂造船所 横浜 13
大同製綱（大同鋼板） 尼崎 42 1139 1854 1439 2
東北金属工業 4
合計 30677 38779 18972 5670 16285 25880 34816 34944
（出典）『製鉄業参考資料昭和18-23』，及び『同，昭和24－５』『同，昭和26 ～ 27』
*1951年日曹製鋼に吸収合併される
表９　川鉄八幡珪素鋼板生産比重
川崎製鉄普通鋼鋼材生産実績と珪素鋼板生産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 :T）
1932 % 1933 % 1934 % 1935 % 1936 %
珪素鋼板 1206 0.58 3494 1.53 4478 1.92 5998 2.40 7611 2.60 
合計 207374 100.00 228917 100.00 233783 100.00 249897 100.00 292279 100.00 
1946 % 1947 % 1948 % 1949 % 1950 %
珪素鋼板 2284 9.86 8046 19.54 8695 9.87 9979 4.75 11258 3.63 
合計 23171 100.00 41179 100.00 88087 100.00 210158 100.00 309807 100.00 
『川崎製鉄二十五年史』（川崎製鉄，1970年）p.748,754
八幡製鉄普通鋼鋼材生産実績と珪素鋼板生産
1932 % 1933 % 1934 % 1935 % 1936 %
珪素鋼板 10688 1.19 14705 1.34 29434 2.27 23434 1.71 22696 1.57 
合計 896534 100.00 1096347 100.00 1297137 100.00 1372744 100.00 1448844 100.00 
1946 % 1947 % 1948 % 1949 % 1950 %
珪素鋼板 3344 3.30 6868 6.09 14925 5.75 23142 4.46 23684 3.03 
合計 101220 100.00 112774 100.00 259465 100.00 518537 100.00 782609 100.00 
『八幡製鉄所80年史，資料編』（新日本製鉄株式会社，1980年）p.45 ～ 50
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　最後にこの時期の日鉄（八幡）と川崎製鉄（葺合）における珪素鋼板の生産
の普通鋼鋼材生産での比重を見ておきたい。両社全体の普通鋼鋼材生産の中で
珪素鋼板のそれがどの程度の比重を占めたかを見る。そのことによって川崎，
八幡は，他の鋼材生産にあてる生産能力を珪素鋼板生産にどの程度割いたかを
考えようと思う。表ー９は，両者の戦時期に突入する以前の 1932 年から 1936
年までと 1946 年から 1950 年までの普通鋼鋼材の中に占める珪素鋼板生産の比
重を測定したものである。戦時期ではなく准戦時期の値を求めたのは，戦前の
戦争の激しくならない時点で珪素鋼板がどの程度の比重で生産されていたのか
を検討し，それと敗戦後の比重とを比較するためである。
　1936 年は川崎製鉄では高級品の T 級品の生産が始まる以前である。そのた
め川崎の 1932 年の生産高・その比重は小さい。この年をのぞくと川崎は戦前
は比重 1.5% から 2.6% 生産高も 3000 トンから 7600 トンである。一方，八幡
の戦前の生産比重は 2% 内外，生産高は約 10000 トンから 30000 トンの間であ
る。これに比べて敗戦後の川崎，八幡両者とも普通鋼鋼材の中に占める珪素鋼
板の比重が高い一方で，生産量が半減していることが目を引く。これは普通鋼
鋼材全体の生産が低い結果だが，八幡，川崎両者他の鋼材生産を減らして珪素
鋼板生産に携わっていることが看取できる。特に川崎の場合 1947 年に普通鋼
鋼材生産の二割弱，1948 年には一割弱を珪素鋼板が占めている。八幡の場合
も川崎ほどはないが，准戦時期せいぜい 2.3% だったものが，1947 年 6.1%1948
年 5.75% に上昇している。八幡が鋼管を除く当時ほとんど全ての普通鋼鋼材
を生産していたことを考えると注目に値するであろう。
　成功の正否は問わないにしても日本電解製鉄（鶴見），大阪造船所（横浜），
日本鋼管（鶴見），大同鋼板（尼崎）四事業所の珪素鋼板生産参入そして，参
入一番手企業二番手企業の珪素鋼板生産への注力は，経済計画の立案の中で珪
素鋼板生産が重要視されていた証拠ではなかろうか。
2-2-3　1943 から 1950 年にかけての珪素鋼板の消費　
　表ー 10 は珪素鋼板の消費の大半を占める重電気機械工業の消費量と鉄鋼業
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における珪素鋼板生産の推移を見たものである。先ほど見た新規企業の珪素
鋼板生産参入がこの表で説明できる。1945 年は強電消費が生産量を大きく下
回っているが，翌 1946 年と 1947 年は強電消費が生産量を上回っている。更に
1948 年にも生産高に消費高が接近している。このような生産と消費の実状を
反映して四企業の珪素鋼板生産参入と，川崎，八幡事業所の珪素鋼板生産への
注力が理解できよう。
４. まとめ
  以上 1943 年から 1950 年にかけての線材の生産と消費，珪素鋼板の生産と消
費について不十分ながら検討してきた。以上明らかになったことをまとめて，
最後に残された問題を確認しておきたい。
　線材の生産と消費について明らかになったことは，まず線材は圧延機と加熱
炉とプルオーバーミルの扱いに慣れた圧延工が調達できれば生産できる鋼材で
あるという点をまず確認しておきたい。敗戦直後の 1946 年消費に生産が追い
つかない鋼材であることも分かった。このような消費に追いつかない生産に対
応するために，戦時中特殊鋼生産，鋼鋳物鋼鍛造品生産に主に携わっていた企
業が線材生産に多く参入したことも明らかになった。さらに統制経済から市場
経済に突入しても，線材生産の一翼を担い続けたことも先行研究が明らかに
表10　珪素鋼板の生産と消費推移　　　　　　　　　　（単位：トン）
生産・輸入
重電消費
国内生産 輸入 合計
1943 30667 36 30703 21499
1944 38779 38779 27145
1945 18972 18972 1714
1946 5670 5670 5789
1947 16283 16283 17729
1948 25880 25880 23887
1949 34816 34816 28782
1950 34944 34944 30574
（出典：日本電機工業会『日本電機工業史』（1956年，574頁。）
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している（41）。さらに二次製品の生産のあり方を見ると戦後復興期では釘の生
産量の比重とワイヤーロープの生産比重が高いことがその特徴としてあげられ
る。釘の生産が高いことは復興建設需要のため，ワイヤーロープの生産が大き
い事は当時の復興政策（「傾斜生産」）によって説明できよう。
　一方，珪素鋼板の生産は，一般の普通鋼鋼材の生産とは異なり，厳密な規格（低
炭素，高珪素，低不純物）にそって生産しなければならない。単に薄板が生産
できたから珪素鉄も圧延できるだろうというわけには行かない。さらに高品位
の珪素鋼板は 0.3 ～ 0.35mm の薄さまで薄く圧延しなければならなかった。脆
い材質の珪素鉄をそこまで薄く圧延するには，当時では圧延工の技能に多く依
存したであろう。と同時に敗戦後重電産業の消費にその生産が追いつかなかっ
たことが分かった。そのような事態にそれまでの八幡製鉄，川崎重工業（葺合）
の「寡占的」な生産に新たに四企業が参入する。しかしその生産量を見ると日
本鋼管（川崎），大阪造船（横浜），日本電解製鉄（鶴見）は試験的生産，工業
的生産に成功したようにもみられた大同鋼板（尼崎）も統制解除後の 1951 年
に珪素鋼板生産から撤退している。技術的に参入障壁の低い線材とそれが高い
珪素鋼板の生産の，その後の動向は対照的でさえある。このような点が復興期
鋼材生産の一つの特徴と考えられよう。
　最後に残された問題を確認して筆をおきたい。
　まず，線材二次製品製造事業所の地域構造を明らかにすることである。同時
に芳村が指摘するように線材取引では単純に鉄鋼問屋の力がよわかったので線
材製造メーカーによる，二次製品事業所の「系列化」が進んだと言っていいの
かと言う問題が残る。それはいつおこったのか。何がきっかけで起こったのか
という点についても芳村は何も語ってくれない。二次製品事業所を囲い込めば，
新たに線材生産に参入しようとしている企業にとって或る程度の参入障壁とは
なる。しかし輸出という問題を念頭に置けば厳しい絶対的な参入障壁とは言い
難いであろう。系列化によっても不完全な障壁しか構築できないにも拘わら
ず，線材メーカーはなぜ「系列化」進めたのか。その解明が残された大きな問
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題だと考える。
次に珪素鋼板についてだが，重電機メーカーと珪素鋼板の取引はどのように行
われたのかも残された大きな問題と言ってよかろう。又個々の重電メーカーに
どの鉄鋼会社の珪素鋼板が使用されたかの解明も残された大きな問題である。
　分析をすすめるに当って強く感じたことは，戦後復興期を 1955 年以前まで
と規定して，今後分析を継続しなければならないことである。なぜならば，そ
れを行うことは統制経済から，市場経済に移行する時期にあたって各種鋼材を
生産する企業がどのように行動したのかの解明することを意味するからであ
る。ただし資源配分の変化を念頭において，鉄鋼産業史の分析方法を同時に模
索しなければならないだろう。
注
（注）武田晴人「2010韓国経済史学会報告企業活動の史的分析に関する方法的試論」（2010.4）
1頁。
（1）長谷部宏一「1943年から1950年における我が国の普通鋼鋼材の生産と消費ー厚板と小形
棒鋼の場合ー」（『北海道大学経済学研究』第53巻第3号，2003年）223頁。
（2）鉄鋼新聞社『鋼材の知識』（鉄鋼新聞社，1977年）323~324頁。
（3）鉄鋼産業の当該期についての分析は，1960年代の業績がほとんどだが，その中で線材生
産に関連して注目すべき指摘をしているのが剣持通夫（1964）である。剣持は敗戦後の鉄鋼
消費の特質を「戦災バラック建設資材としての薄板・線材・小形棒鋼・鋳物品などの軽量鋼
材の需要と釘，針金などの急激な需要」がおこったこと（23頁）と指摘している。その根
拠を『鉄鋼新聞』1946年の２月14日付けの記事にもとめている。しかし『鉄鋼新聞』の発
行は1947年７月１日に第一号が発行されているというのが事実である。従って剣持のこの
主張は実証的に検証できていない。ただ剣持のこの指摘が本稿の課題設定には大きな影響を
与えたといわねばならない。
　本稿とは直接関係はないが，課題が，当該期の経済政策，「いわゆる傾斜生産方式」につい
ての新たな史実の発見及び政策効果を計量経済学の手法を用いて検証しているのが岡崎哲二
「『傾斜生産』と日本経済の復興」（原朗編『復興期の日本経済』（東京大学出版会，2002年））
（2002）がある。
（4）例えば1946年，吉田内閣が占領軍に要望した「第二次資材緊急輸入要請」の中に珪素鋼
板が含まれている事実は，復興に産業復興に極めて重要な鋼材であると日本政府が認識して
いた証拠と考えられよう（宮崎正康「改題」中村隆英編『資料・戦後日本の経済政策構想第
二巻傾斜生産方式と石炭小委員会』1990年，東京大学出版会8 ～ 10頁。）。
（5）　注（3）で取り上げ文献のほかに，有沢広巳編今井則義『現代日本産業講座2鉄鋼業府非鉄
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金属』（1957年），日本鉄鋼連盟『戦後鉄鋼史』（1958年，日本鉄鋼連盟），川崎勊『戦後鉄
鋼業論』（1968年，鉄鋼新聞社），『日本鉄鋼業ーその源流』（1998年，鉄鋼新聞社）等が取
り上げられよう。
（6）鉄鋼第一次合理化，第二次合理化が終了し，そして第三次合理化が遂行中の時期である。
つまり圧延部門中心の合理化が行われた第一次合理化，既存の一貫企業である八幡製鉄，富
士製鉄，日本鋼管三社に，新たに第二次合理化の過程で大型高炉の建設により一貫企業と
なった神戸製鋼，住友金属，川崎製鉄三者が加わり，大型高炉，LD転炉，連続鋳造機とい
う革命的な技術革新が進められた第二次合理化，さらには，臨海工業地帯に大型高炉，LD
転炉，連続鋳造機を装備した一貫製鉄所の新設が行われたのが第三次合理化である。以上の
三次にわたる設備合理化が実施される以前の時期が本稿の分析対象とする時期である。従っ
て線材生産においてもこの三つの合理化によって大々的な生産力拡張と，高品質品の生産が
実現されていたと考えられる。この辺については芳村（1967）225頁～ 232頁参照。
（7）大橋隆徳，足利末男『日本鐵鋼業の生産構造』（1952年，有斐閣）52 ～ 72頁。詳しくは
長島修『戦前日本鉄鋼業の構造分析』（1987,ミネルヴァ書房）11ページ以下を参照。
（8）谷口一男『鋼材』（1944年，潮文閣）305-307頁。
（9）普通線材は，鋼材の最終製品ではなく，図に示すような鉄鋼二次製品の原料となる中間製
品である。基本的に「線材を酸洗いしたうえで水洗いという作業を行い，最後に石灰槽につ
けて中和させた後，乾燥後常温で『ダイス』を通して伸線したもの」（鉄鋼新聞社『鋼材の
知識』（鉄鋼新聞社，1977年）324頁。）が普通鉄線及び釘用鉄線である。鉄線は「建築用，
鉱山用」にそのまま使われる一方，多くは更に加工され「釘，針金，有刺鉄線，蛇籠，ネジ，
リベット，ワイヤラス，ボルト・ナット，リードワイアー，ガードロープ等の鉄鋼二次製品
に加工される」（以上前掲鉄鋼新聞社『鋼材の知識』，324頁）。なお線材から作られる鉄鋼
二次製品は，建設，土木用，構造物構築等に使われる。
（10）現在特殊線材二次製品の重要な製品として考えられるオイルテンバー線や，バネ用素材
として大量に消費されるようになったのは，鉄鋼第二次合理化後と推測さる。この図で説明
が必要なのは，硬鋼線材の加工の過程で，パテンティングと呼ばれる処理が行われ，線材の
抗張力の強化が図られている点である。このパテンティング技術は，戦前戦中のわが国では
未だ発見採用されておらず戦後アメリカからの技術援助の過程で導入採用されたと考えられ
るが，詳しくは今後の課題としたい。
（11）製鉄所第一次拡張で線材工場が作られた。三枝，飯田『日本近代製鉄技術史』（東洋経済
新報社，1957年）538,639頁。八幡製鉄所80年史編さん実行委員会『八幡製鉄所80年史　部
門史　上』（新日本製鉄八幡製鉄所，1980年）144~146頁。
（12）神戸製鋼所『神鋼五十年史』（神戸製鋼所，1952年）45頁。
（13）　東京製綱『東京製綱七十年史』（東京製綱，1957年）74 ～ 76頁。
（14）住友金属工業『住友金属工業六十年小史』（住友金属工業，1957年）248,256頁。
（15）『神鋼五十年史』（神戸製鋼所，1952年）44 ～ 45頁。
（16）神戸製鋼『神鋼五十年史』（神戸製鋼所，1952年）46頁。
（17）吾嬬製鋼所『五十年史』（吾嬬製鋼所，1983年）21 ～ 23頁。
（18） 同25 ～ 26,321-322頁。
（19）以上の中山製鋼についての叙述は中山製鋼所『鉄を創造する』（会社案内）（中山製鋼所，
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1979年），及び三品彰英『中山悦治翁伝』（中山悦治翁伝編纂委員会，1954年）による。
（20）長谷部注（1）論文229頁。大同製鋼社『大同製鋼五十年史』（大同製鋼，1967年）396頁。
（21）土佐電気製鋼所は，変則的な工場経営を行っていたようである。つまり，高知県高知市
孕東町の本社工場には，圧延設備はなく加工設備は，鋳造設備と鍛造設備を持ち，広島県呉
市仁方町の仁方工場では鋼片の供給を受け普通鋼鋼材を生産していた。孕東町本社工場で
は，電気炉による屑鉄を原料にした鋳物用銑鉄，鋳鋼，鍛造鋼，圧延用鋼塊を生産してい
た。言い換えれば，仁方工場でのみ鋼材を生産し，孕東工場ではもっぱら，鋳鋼炭坑の生産
をおこなっていたわけである孕東工場で，生産された圧延用鋼塊が，仁方郡の工場にはこば
れて普通圧延鋼材が生産されたと考えざるを得ないが，なぜこのような生産体制をとったの
かは，不明である。参考に土佐電気製鋼所本社工場および仁方工場の生産活動を示したもの
が，以下の表である。
表11　四国鋼材工業所の鉄鋼生産
普通圧延鋼材 鍛鋳工品 圧延用鋼塊 鋳物用銑鉄
工場 県 市 町 1946 1947 1948 1949 1950 1946 1947 1948 1949 1950 1946 1947 1948 1949 1950 1946 1947 1948 1949 1950
本社工場 高知県 高知市 孕東町49 0 0 0 0 0 360 442 253 222 85 0 2,903 3,815 6,069 9,306 257 143 0 0 0
仁方工場 広島県 呉市 仁方町743 57 575 556 1,260 3,369 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（出典）資源庁『製鉄業参考資料　昭和18年ー昭和23年』（1949年）
　　　 通産省『製鉄業参考資料　昭和24年－昭和25年』（1951年）
（22）  日本鋳鋼所では海軍からの需要が1927年から8年にかけてあったことが確認できる。（日
本鋳鋼所『自昭和二年一二月一日至昭和三年五月三一日第貳十四期営業報告書』2頁。）  他
方大阪製鋼では，1942年に「軍ノ要望ニ応ジ」特殊鋼の生産に「主力ヲ傾注」することにし，
日本特殊鋼の石原米太郎に指導をうけて「生産ノ増強」をおこなった。その結果1943年4月
に「軍需会社法ニヨリ軍需会社ニ指定」された（大阪製鋼株式会社『第拾回営業報告書』1頁。
『第拾参回営業報告書』1頁）。
（23）敗戦後1950年までの我が国造船業は，占領軍の造船制限下あると同時に，実施はされな
かったが造船設備が賠償撤去の対象になっていた。（祖父江利衛「造船業」178頁。＜武田
晴人『戦後復興期の企業行動』ミネルヴァ書房2008年。＞）　
（24）『自昭和二一年八月十一日至昭和二十三年十月三十一日日本ニッケル第二一期営業報告
書』八頁から九頁。
（25）国光製鎖鋼業株式会社は，創立者石尾鶴吉の個人企業として発足したが，折からの事業
拡大に対応するために1932年石原製鎖鋼業株式会社として法人化し，1934年に商号を国光
製鎖鋼業に変更し，鎖，錨という鋼鋳物鍛造品を生産していた会社である『石原製鎖鋼業株
式会社の現状と将来』（1934年頃？）。
（26）商号が国光製鎖に変更された後の納入先は，『営業報告書』に明記されておらずその納入
品が「兵器部品ソノ他軍需品ノ『スタンプホールジング』及ビ鍛造品ノ多量生産ハ勿論各種
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